
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗兼事務所 中小規模の小売店舗等が
建ち並ぶ駅前の商業地域

梅屋敷90 m

特にない ６．７ｍ区道 梅屋敷駅西方90 m

コロナ禍の影響が長引き、日本経済は低迷しているが、ワクチン接種
も進み、改善の兆しがみられる。

生活必需品を扱う店舗が中心であるため、コロナ禍におる影響は限定
的である。

個別的要因に変動はない。

京急本線の高架下を活用した施設がオープンするなど、駅前整備による活性化が期待される。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

対象基準地が存する地域は、駅前の商業地域であるため、店舗や事業所としての自用目的のほか、賃貸事業による投資
目的での取得が想定される。このため、本件では区内の駅前商業地域を中心とする取引事例から求められた市場実勢を
反映する比準価格と店舗事務所付共同住宅を想定して求めた収益性を反映する収益価格を相互に関連づけ、指定基準地
との価格検討も踏まえて、上記のとおり鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は、主として京浜急行線沿線の商業地域または近隣商業地域である。主な需要者は、地縁的選好性が認めら
れる法人や個人事業主のほか、賃貸利用目的の投資家、不動産業者等が想定される。当地域における商業繁華性は比較
的高く、背後に良好な住宅地を擁することから店舗事務所需要は安定的である。なお、中心となる価格帯は、街路条件
や画地規模、需要者の属性等により異なるため一律には把握し難い。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

大田(都) －5 9

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 3

令和 3 7 1

令和 3 7 5

大田(都)　5 － 9 東京都 区部第６ 不動産鑑定士 樋口　典子

株式会社アソート綜合事務所

令和 3 6 25

令和 3 7 2

（その他）

大田区大森西六丁目１５番７
「大森西６－１５－１８」

85

1：3 Ｓ 3

南6.7 m

区道

水道、

ガス、

下水

商業
(80,400)
防火

高度(3種)

(100,400)

50 45 20 20 中層店舗事務所付共同住宅地

5.5 15 85 長方形

商業
(100,400)
防火
高度(3種)

中層店舗事務所付共同住宅地 ない

800,000

586,000

／

／

令和 3 600,000

63,500,000 747,000

□ □■

530,000

大田 5 16

100.0

100.0 71.6

100.0
740,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-2.0

0.0

-17.0

-12.0

0.0

大田(都) 5 16

585,000

100.5

100.0 79.3

100.0
741,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-1.0

-11.0

-10.0

0.0

□ □

□ □

■
745,000

+0.3



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容

イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

Ｒ３７１１
５

２７１１１

Ｒ３７１１
３

Ｒ３１１１
８

Ｒ３７１１
８

大田区大森東１丁目３５３番２

大田区蒲田２丁目７番７８

大田区仲六郷２丁目１２番６６

大田区南蒲田１丁目１２番９

大田区羽田４丁目１１番１６

建付
地

建付
地

更地

貸家
建付
地

更地

長方形

ほぼ長
方形

ほぼ整
形

ほぼ台
形

ほぼ長
方形

本件では、京浜急行線沿線の駅前商業地域に所在する上記５事例を採用した。事例ｄを除く４事例は、対象基準地と商業環境の類似性が認め
られる更地または古家付の建付地取引であるため信頼性が高い。事例ｄは複合不動産の取引であるが、土地建物の価格配分は適切である。事
例ｂは街路条件が異なり、取引時点も若干古いものの、対象基準地に最も近く、場所的同一性が認められる。また、時点修正も適切になされ
ている。以上より、本件では５価格に妥当性を認め、上記のとおり比準価格を試算した。

「大森東１－４－２」

「蒲田２－１－２８」

「仲六郷２－２４－１」

「南蒲田１－２－４」

「羽田４－１１－６」

状況 設の状況 制等

平和島駅南方

梅屋敷駅西方

雑色駅西方

京急蒲田駅南東
方

穴守稲荷駅南方

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

正常

宅地-2大田(都) －5 9

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

905

3.4.22 112.72 南東7.4 m区道
北西5 m

二方路
400 m

近商
(90,300)
準防
高度(3種)

0.00

0.0 0.0 0.0

+3.0 0.0 0.0

32

2.1.24 218.22 西20 m都道

530 m

近商
(89,300)
準防
高度(3種)

-0.05

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

33

3.1.30 171.67 北5.1 m区道

330 m

近商
(90,300)
準防
高度(3種)

0.00

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

25

2.8.7 72.38 北東4 m区道

200 m

近商
(90,240)
準防
高度(3種)

-0.04

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

22

3.1.26 62.98 西5.5 m区道

110 m

近商
(90,300)
準防
高度(3種)

0.00

0.0 0.0 0.0

-1.0 0.0 0.0

554,471 100.0

100.0

100.0 103.0 538,321 69.8 771,234 771,000

687,380 100.0

99.2

100.0 100.0 681,881 86.2 791,045 791,000

582,513 100.0

100.0

／  100.0 582,513 69.1 843,000 843,000

607,903 100.0

99.6

100.0 100.0 605,471 75.2 805,148 805,000

670,054 100.0

100.0

／  99.0 676,822 84.6 800,026 800,000

0.0 -3.0 -20.0

-10.0 0.0

+5.0 -4.0 -5.0

-10.0 0.0

-2.0 -2.0 -20.0

-10.0 0.0

-3.0 -1.0 -10.0

-13.0 0.0

-1.0 0.0 -5.0

-10.0 0.0

100.0

800,000



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地

事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場
⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3大田(都) －5 9

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□

■

11,074,772 2,997,037 8,077,735 5,882,600 2,195,135
0.9526

2,091,086

4.5 0.3

4.2

49,787,762 586,000

□

□

■ 既成市街地に存し、再調達原価の把握が困難であるため。

□□□ ■



(3)-2 想定建物の状況

①用　　途 ②建築面積          （㎡） ③構造・階層 ④延床面積                    （㎡）

⑤公法上の規制等

用途地域等　　　 基準建蔽率等 指定容積率 基準容積率等 地積 間口・奥行 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：
      ｍ×       ｍ㎡％％％

⑥想定建物の概要 ⑦有効率

の理由

(3)-3 総収益算出内訳

階層

～

計

②床面積

(㎡)

③有効

率　

(％)

④有効面積

(㎡)

⑤1㎡当たり月額

支払賃料

(円)

⑥月額支払賃料

(円)

⑦a保証金等(月数)

⑦b権利金等(月数)

⑧a保証金等　 (円)

⑧b権利金等　 (円)

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益(空室損失考慮後)

⑯権利金等の運用益及び償却額(空室損失考慮後)

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

⑱総収益　　　⑭+⑮+⑯+⑰

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　　（　）内は支払賃料

NO

ａ

ｂ

ｃ

①事例番号 ②事例の実際
実質賃料　
　（円／㎡）

( )

( )

( )

③事情補
正

④時点修
正

⑤標準化
補正　

⑥建物格
差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
格差修正

⑨査定実質賃料
(円/㎡)

対象基準階の　
月額実質賃料

円/㎡

月額支払賃料

円/㎡)(

基準階 Ｆ Ｂ

円＝× 12ケ月

償却年数( 年)　　運用利回り( ％)

( 円/㎡)

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

％

ｍ

Ｒ３７２１６

Ｒ３７２１６

Ｒ３７２１３

ｍ

１階店舗、２階事務所、３階以上を住宅（２ＤＫ，
２ＬＤＫ）を想定。

①用途

円

⑩a共益費(管理費) 円/㎡ × ㎡× 12ケ月＝ 円

⑩b共益費(管理費)の算出根拠

円/台 × 台× 12ケ月 ＝ 円

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)× 空室率Ａ(％)＋（⑪× 空室率Ｂ（％））

円 × ％

円

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円

円 × ％ × ％ ＝ 円

円 × ％ × ＝ 円

⑰その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円 × ％ × ％ ＝ 円

円

～

～

～

～

円 ％ ＝＋

⑩基準地基準階の賃料

店舗事務所兼共同住宅 67.70

100 400 400 85 5.5 15.2

293.78Ｓ

6.7区道

81.9

店舗

事務所

住宅

住宅

住宅

64.03

60.16

60.16

60.16

49.27

59.6

88.7

88.7

88.7

86.2

38.13

53.37

53.37

53.37

42.48

6,050

3,300

3,000

3,050

3,550

230,687

176,121

160,110

162,779

150,804

8.0

6.0

1.0

1.0

1.0

1,845,496

1,056,726

160,110

162,779

150,804

1.0

1.0

1.0

160,110

162,779

150,804

1 1

敷金等により担保されているため計上しない。

11,074,772 130,291

3,411

3,226

2,729

3,270

3,093

2,617

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

97.0

100.0

100.0

104.0

100.0

92.0

105.0

101.0

98.0

3,220

3,194

3,027

3,129

3,000

3

880,501 10,566,012

周辺類似建物の共益費を参考に査定。

＋

2 1.00

283 240.72 817,485

0

0

11,383,497 5.0

569,175

10,814,322

3,375,915 95.0 1.00 32,071

473,693 95.0 0.5075 228,379

0

－

－

－

11

12

14

5 F

2

3

4

5

2

3

4

5

293.78 81.9 240.72 880,501
3,375,915

473,693

×

商業
高度(3種)
防火

宅地-4大田(都) －5 9



項　目

× ％

(3)-5 総費用算出内訳

項　目

①修繕費　　　　　　　　　

②維持管理費　　　　　　　

③公租公課　　　　　　　　

④損害保険料　　　　　　　

土地

建物

⑤建物等の取壊費用の積立金

⑥その他費用　　　　　　　

⑦総費用　　　　　　　　　
　①～⑥　　　

(3)-6 基本利率等

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合（躯体価格÷ 建物等価格）

④ｃ：設備割合（設備価格÷ 建物等価格）

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7 建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

①× ②

(3)-8 土地に帰属する純収益

①総収益

②総費用

③純収益　①－②

④建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益　③－④

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

　　　　　⑤× α

(3)-9 土地の収益価格　　　　 　 　還元利回り(r-g) ％

円

査　定　額

円

算　出　根　拠

× ％

× ％ × ／ 1000

（ 円／㎡ ） （経費率 ％ ）

⑥ｇ：賃料の変動率

⑦ｎ ：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎ ：設備の経済的耐用年数

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

％

年

％

％

％

年

年

円

円

円／㎡)(

円／㎡× ㎡× (100％+ ％)

設計監理料率

×  ％ + × ％ +

躯体部分 設備部分

円

円

円

円

円

円

円／㎡ ）

円／㎡ ）

（

（

実額相当額 算 出 根 拠

a

c

特にない。

円

円

円

円

円

円

円

× ％

× ％

③ｂ：仕上割合（仕上価格÷ 建物等価格） ⑧ｎ ：仕上の経済的耐用年数b 年％

× ％

仕上部分

526,800

1,422,937

87,800,000 0.6

11,383,497 12.5

125,400 査定額

746,300 87,800,000 50.0 17.00

87,800 87,800,000 0.10

87,800 87,800,000 0.10

0

2,997,037 35,259 27.1

4.5

40

30

30

1.0

0.3

45

25

15

0.9526

87,800,000

0.0670

290,000 293.78 3.00

0.0499 40 0.0655 0.091430 30

5,882,600

69,207

11,074,772

2,997,037

8,077,735

5,882,600

2,195,135

2,091,086

24,601

4.2

49,787,762 586,000
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